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Ⅰ．論文の目的と問題意識 
 
本論文の目的は、組織コミュニケーションに関する「メディア・リッチネス
理論（MRT: media richness theory）」について、これまでのこの理論の展開
や関連する研究からの示唆を踏まえたうえで、定量的ならびに定性的調査結果
の分析を行って、電子メディアの組織的活用を再考し、メディア・リッチネス
理論に新たな枠組みを与える構想を得るための足掛かりとなる仮説的提言を行
うことにある。そのために、本論文では、メディア・リッチネス理論に関して
以下の四つの課題を検討することを試みた。  
第 1 に、メディア・リッチネス理論が誕生したのは 1980 年代半ばであり、
当時の企業組織のコミュニケーションにおいては、体面関係、電話、文書とい
った伝統的メディアが主に活用されていたため、当初のメディア・リッチネス
理論も、これらの伝統的メディアを対象とするものであった。しかし、その後、
当初の理論が想定していなかった電子メディアが、企業のコミュニケーション
活動において一般的なものとして受け入れられるにつれ、メディア・リッチネ
ス理論に関するさまざまな研究が、理論の修正や変更を求めてきた。本論文で
はこれらの研究を踏まえたうえで、企業組織のコミュニケーションにおいて電
子メディアが活用されるようになったことが、この理論における伝統的なメデ
ィア、特にリッチネス・レベルが高いとされる伝統的メディアの位置づけにど
のような影響を及ぼしたかについて検討する。  
第 2 に、メディア・リッチネス理論は、組織の情報処理モデルの流れのなか
で、組織における多義性削減という情報処理負荷に対して、これに適したリッ
チネス・レベルをもつメディアを組織的に活用することによって、組織の有効
性の確保を唱えるという、組織レベルでのメディア活用を問題とするものであ
った。当初の理論は、組織ルーティンの違いによって情報処理負荷が異なり、
組織的メディア活用も異なるという視座をもつものであったにもかかわらず、
電子メディアの活用に伴い、個人レベルで、コミュニケーション・タスクに対
するメディア活用の問題を実証的に明らかにすることに傾倒する多くの研究を
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導くものとなり、組織ルーティンの検討からは乖離していった。そこで、本論
文では、原点に立ち戻って組織ルーティンに着目し、電子メディアを含むメデ
ィアが組織的にどのように活用されるかについて組織レベルからの接近を再度
試みている。  
第 3 に、メディア・リッチネス理論は、伝統的なメディアを対象に理論化さ
れた合理的なフレームワークをもつものであるため、メディア・リッチネスを
メディアに固有の能力・属性として定義し、あるメディアのメディア・リッチ
ネスを知覚することと、それに応じてメディアを活用することとが基本的に一
致するものとしてきた。そこで本論文では、メディア・リッチネス理論の対象
メディアが電子メディアを含むものとなっても、メディアに固有の能力・属性
としてメディア・リッチネスが知覚され得るものなのかについて改めて検討す
る。  
第 4 に、メディア・リッチネス理論は、上述したように、メディアの知覚と
活用が基本的に一致するものとして、メディアの有効な組織的活用について接
近するものであったが、徐々に、個人レベルでのメディア活用が検討されるな
かで、電子メディアに関しては、社会的要因や経験によって同じメディアのメ
ディア・リッチネスが異なってくることも議論されるようになった。そこで、
電子メディア、特に電子メールを中心に、メディア・リッチネスの知覚とその
有効な組織的活用について改めて検討し、メディア・リッチネスはメディアに
固有の能力・属性として捉えられるものなのか、組織的活用を通じて開発され
得るものなのかについて考察する。その際、本論文では組織ルーティンの二面
性に着目し、メディアを活用する主体は個人であるが、組織におけるメディア
活用は組織ルーティンのもとでコントロールされると同時にこれに働きかける
ものであるという側面から、組織ルーティンと組織的メディア活用の相互作用
のもとでメディア・リッチネスの開発という問題を取り上げる。  
 そもそも、メディア・リッチネス理論は、それが 1980 年代半ばに確立され
てから現在に至るまで、企業組織のコミュニケーションを検討する際に必ず取
り上げられる代表的理論の一つとして広く浸透してきた。しかし、この理論が
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確立された時代的背景から、当初は、伝統的なメディアを対象に理論化された
ため、企業活動において新たに電子メディアが一般的に活用されるようになる
につれ、この扱いを巡っては第 4 章で検討するようにさまざまな視点から盛ん
に議論が展開されることとなった。特に、電子メールの活用については多くの
研究が生み出されている。メディア・リッチネス理論は今日でも有効なもので
あるということができるのか、有効なものであるためには、どのような視点か
らどのように修正や改善が求められているのか、本論文はこのような問題意識
から端を発している。  
尚、本論文では伝統的メディアに対するものとして、電子メディアという分
類を用いている。序章ならびに第 4 章、第 8 章で検討するように、技術的環境
は激変しているが、メディア・リッチネス理論の再考に関しては、企業におい
て活用される電子メディアを、特に時代によって分類することなく総合的に捉
えて考察することが可能であると考えられるからである。  
 
 
Ⅱ．論文の構成と概要 
 
本論文の構成は以下のとおりである。  
 
序 章   
第 1 節 論文の目的と問題意識  
第 2 節 論文の構成  
第１章 メディア・リッチネス理論誕生の背景としての組織の情報処理モデル  
第 1 節 問題の所在  
第 2 節 組織とコミュニケーション  
第 3 節 組織観と情報処理  
第 4 節 組織の情報処理モデルの登場  
第 5 節 組織の情報処理モデルの精緻化  
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第 6 節 小括  
第２章 メディア・リッチネス理論展開とイナクトメントの側面  
第 1 節 問題の所在  
第 2 節 イナクトメントとイナクトされた環境  
第 3 節 イノベーションと組織的コントロール  
第 4 節 レセプターと境界連結者  
第 5 節 小括  
第３章 情報技術とケイパビリティ研究からの示唆  
第 1 節 問題の所在  
第 2 節 競争優位と情報技術  
第 3 節 ケイパビリティと情報技術  
第 4 節 IT ケイパビリティの構成要素  
第 5 節 IT ケイパビリティと組織ルーティン  
第 6 節 ケイパビリティの形成  
第 7 節 小括  
第４章 メディア・リッチネス理論の変遷  
第 1 節 問題の所在  
第 2 節 電子メディアとコミュニケーション  
第 3 節 メディア・リッチネス理論の展開  
第 4 節 電子メディアとメディア・リッチネス理論  
第 5 節 小括  
第５章 メディア能力・属性としてのメディア・リッチネス  
第 1 節 問題の所在  
第 2 節 組織階層別タスク特性とメディア活用  
第 3 節 情報化の進展とメディア活用  
第 4 節 調査と分析  
第 5 節 小括  
第６章 オープン・ネットワーク時代のリッチ・メディア活用  
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第 1 節 問題の所在  
第 2 節 オープン・コミュニティとネットワーク  
第 3 節 VRML2.0 開発コミュニティ  
第 4 節 Web ベースでのソニーの活動  
第 5 節 小括  
第７章 組織ルーティンとメディア活用  
第 1 節 問題の所在  
第 2 節 組織ルーティンとしての組織の環境創造パターン  
第 3 節 組織ルーティンとメディア活用  
第 4 節 プレ調査  
第 5 節 本調査  
第 6 節 小括  
第８章 電子メディアの活用とメディア・リッチネス開発  
第 1 節 問題の所在  
第 2 節 電子メール活用の実態  
第 3 節 個人の経験とメディア・リッチネス開発  
第 4 節 電子メディアの組織的活用とメディア・リッチネス開発  
第 5 節 組織ルーティン、組織的メディア活用、メディア・リッチネス開発  
第 6 節 小括  
結 章   
第 1 節 総括  
第 2 節 課題と今後の展望  
 
各章の位置づけと要約は以下のようになる。第 1 章から第 3 章までは、メデ
ィア・リッチネス理論の背景を理解し、この理論を再構想するうえで示唆を与
える関連研究のレビューを、経営組織論や経営戦略論のなかに求めた。そのう
えで、第 4 章では、メディア・リッチネス理論そのものの変遷を整理した。第
5 章から第 8 章までは、メディア・リッチネス理論の変遷と、第 2 章と第 3 章
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から得た理論的示唆に基づき、メディア・リッチネス理論に関して、定量的な
らびに定性的調査を実施し、その結果の分析を行った。そして、結章では、こ
れらの分析結果を踏まえて、メディア・リッチネス理論をより動態的に再構想
するための仮説的提言を行うことを試みるとともに、論文の課題についても言
及した。  
まず、第 1 章「メディア・リッチネス理論誕生の背景としての組織の情報処
理モデル」では、メディア・リッチネス理論が誕生する背景として、特に経営
組織論における情報処理研究の展開をレビューし、「組織の情報処理モデル
（OIPT: organizational information processing theory）」について取り上げる。
組織の情報処理モデルは、1960 年代以降、オープン・システムとしての組織観
のもとでの研究の一つの集大成として、決定論的に組織と環境との適合関係を
取り上げた「コンティンジェンシー理論（ contingency theory）」の流れのなか
で、説明原理確立の要請に応じるかたちで登場した。組織の情報処理モデルで
は、組織を一つの情報システムとして捉えて、組織が組織目的を実現すべく、
どのように環境からの情報処理負荷と組織の情報処理能力とを適合させるかを
考察する。  
組織の情報処理モデルでは、当初、組織が情報を処理する根拠として、「不確
実性（uncertainty）」の削減という量的な情報処理の要請を中心に検討された。
しかし、企業組織は、変化する環境のなかで、多くの情報を処理するだけでな
く、主体的に情報を解釈し、意味付けすることも求められる。したがって、組
織の情報処理モデルは、「多義性（ equivocality）」の削減という情報の意味的
側面を検討するものとなる。ここで、組織の情報処理モデルは不確実性の削減
に加えて多義性の削減という分析基軸をもつことになり、決定論的な視座をベ
ースに主体論的な発想を取り込むものとなっていった。また、組織の情報処理
モデルでは、「組織ルーティン（ organizational routine）」と情報処理負荷を整
理するための基盤が提示された。  
メディア・リッチネス理論誕生の背景を理解することで、メディア・リッチ
ネス理論が、決定論的な視座に加えて主体論的視座にも着目するものであるこ
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と、組織ルーティンとメディア活用との関連を分析していくうえでの基盤をも
つものであることを理解することができる。  
第 2 章「メディア・リッチネス理論展開とイナクトメントの側面」では、精
緻化された組織の情報処理モデルが多義性削減について考察する契機となった、
K. E. Weick の「組織化（ organizing）」のモデルとその中心概念である「イナ
クトメント（ enactment）」に着目する。このモデルは、経営組織論における情
報処理研究において主体論的な色彩の強い代表的な研究でもある。したがって、
メディア・リッチネス理論を動態的に展開する際の示唆を得ることもできると
考えた。  
多義性削減プロセスは、組織と個人の相互作用のプロセスであり、このプロ
セスへの理解を深めるために、特に、生命科学において関心を集めている「レ
セプター（ receptor）」を中心とする細胞内情報伝達に関する研究をアナロジカ
ルに展開することで、組織におけるイナクトメントの側面に接近を試みた。そ
こで、組織メンバーの活動は、イナクトされた環境にコントロールされている
が、組織メンバーはイナクトメントのプロセスを通じて、イナクトされた環境
そのものを再形成していることを理解する。メディア・リッチネス理論は組織
化のモデルの影響を受けて誕生したものであるにもかかわらず、このモデルの
代表的な特徴ともいえる個人と組織の動態的な相互作用という視点を取り込ん
でいない。イナクトメントの側面への着目は、メディア・リッチネス理論をよ
り動態的に展開していく可能性を孕むものである。  
 第 3 章「情報技術とケイパビリティ研究からの示唆」では、経営戦略論、特
に競争戦略論における資源ベース・ビューのなかで検討されてきた、情報技術
に対する組織のより主体的な活用能力（ケイパビリティ）に関する研究を取り
上げる。競争優位を導く組織の IT ケイパビリティは、 IT 資源そのものの性能
だけではなく、情報技術を組織的に活用する能力、すなわち、情報技術を含む
諸資源を調整・統合し、応用し、高度化する組織能力として捉えられる。その
際、諸資源を統合してケイパビリティを形成し、さらにケイパビリティを再形
成していくための「ベース」の役割をもつものとして組織ルーティンが注目さ
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れる。  
特に組織ルーティンの二面性という点から接近すると、メディア・リッチネ
ス理論において静態的に検討された、組織ルーティンのもとでの組織の有効な
メディア活用についての理解を、より動態的に展開することが可能となる。こ
のことは、組織の電子メディアを含むメディアの活用、さらにはメディア・リ
ッチネスそのものを再考し、理論を動態的に展開するうえで重要な示唆を与え
るものとなる。  
 ついで第 4 章「メディア・リッチネス理論の変遷」では、本論文の中心をな
すメディア・リッチネス理論のこれまでの流れを振り返る。この理論が確立さ
れた 1980 年代半ばとは異なり、今日では、組織コミュニケーションにおいて
電子メディアの活用はごく当たり前のものとなっている  。そこで、第 4 章で
は、メディア・リッチネス研究が展開されるなかで検討されてきた電子メディ
アの活用に関するさまざまな議論を踏まえて、組織におけるメディア・リッチ
ネス理論を整理する。  
メディア・リッチネス理論では、組織の有効性の確保には、組織ルーティン
の情報処理負荷に応じた組織的メディア活用が求められるという視点から、タ
スクの多義性と、メディア・リッチネスという特定の能力や属性をもったコミ
ュニケーション・メディアの活用との合理的な適合を中心に検討されてきた。
この理論は、これが確立された 80 年代半ばから今日に至るまで、組織のメデ
ィア活用に関する多くの実証研究を導いてきた。さらに、企業活動において、
時間的、空間的なコミュニケーションの制約を克服するものとして、電子メデ
ィアを積極的に活用することがごく一般的なことになると、メディア・リッチ
ネス理論は、組織における電子メディア活用に関しても、客観的で合理的な理
論フレームを与えるものとしてのその役割が期待されるものとなった。  
しかし、電子メディアの活用に関しては、伝統的メディアを対象に確立され
たメディア・リッチネス理論では必ずしも説明できない現象が現れたことから、
理論の修正や新たな展開が求められた。そこで、第 4 章では、電子メディアに
よるコミュニケーションの特徴を理解したうえで、メディア・リッチネス理論
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の変遷を辿りながら、組織における電子メディアの有効な活用とメディア・リ
ッチネスについて整理する。特に電子メディアに関しては、メディア・リッチ
ネスの知覚と活用が必ずしも一致しないこと、そもそもメディア・リッチネス
は組織コンテクストから独立した客観的なメディア能力・属性とはいえないこ
とが強調されていることに着目する。  
第 5 章「メディア能力・属性としてのメディア・リッチネス」では、第 4 章
で検討した、当初のメディア・リッチネス理論のフレームワークが、情報化時
代においても基本的に支持されるものといえるかについて実証的に明らかにす
る。メディア・リッチネス理論では、メディア・リッチネスをメディアの能力・
属性として捉え、あるメディアのメディア・リッチネスを知覚することと、そ
れに応じてメディアを活用することとが基本的に一致するものとして議論を展
開していた。  
 ここでは、情報化が進展していった時期に行った調査結果から、当初のメデ
ィア・リッチネス理論の基本的なフレームワークを検証することになる。この
ような時期は企業組織間で情報化の進展度合に違いがあり、情報化の影響を考
慮するのに適していると考えられるからである。特に、組織においては階層レ
ベルの違いによってタスクの多義性が異なるため、組織階層の違いと、メディ
ア・リッチネスの異なるコミュニケーション・メディア活用との関係が実際に
どのようなものであるか、情報化の進展とリッチなメディアの活用との関係は
どのようなものであるか、伝統的なコミュニケーション・メディアを対象に確
立された組織階層とリッチなメディアの活用との関係が、情報化の進展によっ
てどのような影響を受けているかという点に着目し、アンケート調査を実施し
た。  
 分析結果から、管理者層は一般従業員レベルよりも、情報の意味解釈の対立
を削減するのに適した、対面関係に代表されるリッチネス・レベルの高い伝統
的メディアを好んで活用していること、対面関係のようなリッチネス・レベル
の高い伝統的なメディアは、情報化が進んでいても、あるいは進むにつれて、
より積極的に活用されること、特に管理者層では、組織の情報化が進展するこ
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とで対面関係の活用がより活発になることが明らかになった。  
第 5 章では、企業ごとに情報化の進展レベルにかなり差がある時期に行った
調査を取り上げたが、第 6 章「オープン・ネットワーク時代のリッチ・メディ
ア活用」では、電子メディアの活用が日常的なコミュニケーション活動を支え
る一般的なものとなっている、オープン・ネットワーク時代におけるメディア
活用について検討する。特に、活動のほとんどを電子メディアで行っていたソ
フトウェア開発コミュニティの事例から、電子メディアの活用の可能性と伝統
的なリッチ・メディアの必要性について具体的に考察する。  
結果から、電子メディアに支えられているバーチャル組織ともいえるオープ
ン・コミュニティにおいても、伝統的なリッチネス・レベルの高いメディアが
その重要性を失うことはないことを認識した。  
つづく第 7 章「組織ルーティンとメディア活用」では、当初のメディア・リ
ッチネス理論のフレームワークが、対象を電子メディアに拡張し得るものであ
るかについて考察する。当初のメディア・リッチネス理論のフレームワークは、
多くの研究によって実証されており、第 5 章でも、多義性の高いタスクに従事
する組織階層の上位レベルでは、伝統的なリッチ・メディアがより活用されて
おり、この傾向は情報化の進展によって弱まるどころかさらに強まることが実
証的に明らかになった。メディア・リッチネス理論は伝統的なコミュニケーシ
ョン・メディアを対象に確立されたものではあるが、情報化が進むなかでも有
効な理論的枠組みを示すものとも考えられる。しかし、第 4 章で考察したよう
に、電子メディアの活用がより一般的になるにつれて、この理論のフレームワ
ークが電子メディアを対象に拡張し得るものかについては、必ずしも議論の一
致をみていない。  
 まず、当初のメディア・リッチネス理論のフレームワークにおいては、メデ
ィア活用も合理的なプロセスとして捉えようとしていたため、メディアの知覚
と活用は基本的に一致することを前提として議論されてきた。第 7 章では、メ
ディアの知覚と活用という二つの側面が基本的に一致するのかどうか、それぞ
れ別々に取り上げて検討することを試みた。まず、電子メディアを含むコミュ
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ニケーション・メディアの違いがどのように知覚されているのかについて改め
て実証的に考察した。その結果、当初のメディア・リッチネス理論が想定した
メディア・リッチネスという客観的メディア能力・属性が、電子メディアを含
むメディアが基本的に有するものとして知覚されているという結果を得た。  
そのうえで、当初の理論でも組織的なメディア活用を論じる際に用いられて
いた組織ルーティンの二つの基軸を使い、組織ルーティンの違いによる組織の
メディア活用についても実証的に再検討した。これによって、リッチなメディ
アの活用は、電子メディアと伝統的メディアでどのように異なっているのか、
あるいは異なっていないのかを明らかにすることを試みた。その結果、リッチ
なメディアの活用は、電子メディアと伝統的メディアでは明らかに異なってい
ることが示された。  
 伝統的なメディアのリッチネスに関しては、当初の理論の想定通りにリッチ
なメディアの知覚と活用は一致するといえる。しかし、電子メディアに関して
は、その活用はメディア・リッチネスの知覚とは関係しない。電子メディアを
含んでも、メディアの基本的な知覚は理論の予測に従うようだが、電子メディ
アの活用については、明示的な組織ルーティンに基づいた理論の予測には必ず
しも従わないということができる。  
そこで、第 8 章「電子メディアの活用とメディア・リッチネス開発」では、
第 2 章、第 3 章で示された動態的視点を援用し、メディア・リッチネスそのも
のの開発に関する研究も踏まえて、組織における個人の経験や組織的活用によ
って、電子メディアのメディア・リッチネスが開発され、拡張され得るもので
あることを定性的な調査結果から考察していった。特に、組織ルーティンのも
とでメディアの組織的な活用はコントロールされるが、これを遂行するなかで、
組織ルーティンもまた変化し、メディア活用も変化すること、その際、電子メ
ディアのメディア・リッチネスが拡張され得ることを明らかにすることで、電
子メディアのメディア・リッチネスが動態的に開発され得るものであることを
考察した。  
 つまり、組織ルーティンは、その時々のメディア活用を通じた組織ルーティ
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ンの遂行を通じて、時間の経過とともに変化する。組織ルーティンに応じて、
組織がどのようなメディアをどのように活用するかは変化し、こうしたメディ
ア活用がまた組織ルーティンの変化を促していく。特に、電子メールに関して、
組織的活用を通じてそのメディア・リッチネスが拡張され、活用にも変化が生
じることが示された。  
最後に、結章では、本論文で明らかになったことが総括され、課題と今後の
展望が提示される。本論文では、特定の組織ルーティンの情報処理負荷に応じ
たメディア・リッチネスをもつメディアを活用することが、組織の有効性を確
保するというメディア・リッチネスの基本的なフレームワークに対して、組織
ルーティンと組織的な電子メディアの活用は相互作用し、電子メディアの活用
とメディア・リッチネスの開発も相互作用することによって、組織は有効なコ
ミュニケーションの実現をその都度図っているという動態的な視点を加えるこ
とで、基本的フレームワークを再構想するための手掛かりが示された。  
 
 
Ⅲ．論文の特徴と貢献 
 
本論文では、メディア・リッチネス理論に関して、これまでのこの研究の流
れを踏まえたうえで、関連研究からの示唆も得て、電子メディアのメディア・
リッチネス開発について考察し、メディア・リッチネス理論を動態的に再構想
する足掛かりとなる仮説的提言を行うことを狙いとしていた。そのために本論
文では四つの課題を設定した。  
第 1 の課題は、伝統的メディアを対象として確立されたメディア・リッチネ
ス理論において、電子メディアが一般的に活用されるようになったことでさま
ざまな議論が展開したが、それでは、リッチネス・レベルが高いとされる伝統
的メディアの位置づけにはどのような影響が与えられたかということである。  
第 1 章で概観したようにメディア・リッチネス理論は、コンティンジェンシ
ー理論、組織の情報処理モデルの流れから誕生したものであり、決定論的な色
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彩の強いものである。そのため、第 4 章で当初のメディア・リッチネス理論に
ついて考察したように、各メディアはメディア固有のメディア・リッチネスと
いう能力・属性を有し、情報処理負荷としての多義性と適合するリッチネスを
もつメディアを活用することが組織の有効性を規定するとされていた。  
電子メディアが一般的に活用されるようになると、たとえば、テレビ会議、
テレビ電話といった、当初の理論に基づくとリッチネス・レベルが高いと想定
される電子メディアが、企業のコミュニケーション活動において一般的に活用
されるようになった。しかし、第 5 章で検討したような情報化が進行していた
時期においても、あるいは第 6 章で検討したような情報化が進み、高度な電子
メディアの活用が一般的になった時期においても、リッチネス・レベルの高い
伝統的メディア、特に体面関係の重要性は変わらないことが示された。  
第 2 の課題は、電子メディアの活用に伴い、メディア・リッチネス研究では、
個人レベルで個々のコミュニケーション・タスクに対するメディア活用を扱う
研究が多く導かれていったが、当初の理論が想定したように、特に、組織ルー
ティンに着目すると、電子メディアを含むメディアは組織的にどのように活用
されているのか、組織レベルからの接近を再度試みることである。  
第 4 章で検討したように、メディア・リッチネス理論は、組織の情報処理モ
デルの流れのなかで、組織における多義性削減という情報処理負荷に対して、
リッチネス・レベルの高いメディアの組織的な活用を適合させることで、組織
の有効性の確保を唱える、組織レベルでのメディア活用を問題とするものであ
った。しかし、メディア・リッチネス理論は、電子メディアの活用が普及する
につれて、徐々に、個人レベルを対象としてコミュニケーション・タスクに対
する有効なメディア活用について実証的に明らかにすることに傾倒した多くの
研究を導くものとなっていった。  
第 1 章で述べた組織の情報処理モデルにおける技術と情報処理負荷について
の考察をもとにして、第 4 章で考察したように、当初のメディア・リッチネス
理論は組織ルーティンの違いによって組織の情報処理負荷への対処が異なり、
組織的メディア活用が異なるという視座をもつものであったが、徐々に組織ル
14 
 
ーティンの検討からは乖離していった。組織ルーティンへの着目は、第 3 章で
検討したように、理論をより動態的に展開する可能性をもつものである。そこ
で、本論文では原点に立ち返り、再度組織ルーティンに着目することで、組織
レベルでのメディア活用を問題とした。  
第 7 章で検討したように、組織レベルでのメディア活用を組織ルーティンと
の関連から取り上げた場合、当初の理論が想定したようには、リッチな電子メ
ディアの組織的活用を説明することはできなかった。伝統的メディアについて
は、リッチであるかどうかによって当初のモデルが想定したような活用が促さ
れているといえたが、電子メディアの活用については、たとえリッチネス・レ
ベルの高いものであっても、当初の理論に基づいて多義性削減という情報処理
負荷が高い組織ルーティンのもとで、そのメディアが活用されているとはいえ
ないことが明らかにされた。  
第 3 の課題は、メディア・リッチネス理論の対象メディアが電子メディアを
含むものとなっても、メディアに固有の客観的な能力・属性としてメディア・
リッチネスが知覚され得るものなのかというものである。  
第 4 章で検討したように、メディア・リッチネス理論は、伝統的なメディア
を対象に理論化されたものであるため、メディア・リッチネスはメディアに固
有の客観的能力・属性として定義され、あるメディアのメディア・リッチネス
を知覚することと、それに応じてメディアを活用することとが基本的に一致す
るものとして把握されていた。しかし、電子メディアの活用が進むにつれて、
当初の理論では説明できない実態が数多く現れるようになり、理論の対象メデ
ィアを電子メディアに拡張することについては研究上も活発な議論が交わされ
るようになった。  
このような展開からは、電子メディアに関しては、当初の理論が想定したよ
うにはリッチネス・レベルが知覚されていないのではないかとも考えられてき
た。すなわち、電子メディアに関しては、メディア・リッチネス概念そのもの
を修正することが求められる可能性があること、あるいは、電子メディアのメ
ディア・リッチネスは組織コンテクストから独立した客観的能力・属性として
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は捉えられないことが指摘されてきた。しかし、第 7 章で実証的に示したよう
に、電子メディアのメディア・リッチネスは当初の理論が提示した概念で把握
できること、電子メディアのメディア・リッチネスが組織コンテクストから独
立した客観的能力・属性といえないとする新たな研究の流れに対して、当初の
理論が想定したように、メディアに固有の能力・属性として基本的に知覚され
得ることを明らかにすることができた。  
 第 4 の課題は、第 3 の課題の考察を踏まえたうえで、組織において電子メデ
ィアの知覚と活用は、当初想定されたように一致するのではなく、電子メディ
アのメディア・リッチネスは組織的活用によって開発され得るのではないかと
いうものである。第 7 章の分析を踏まえると、特に電子メディアに関しては、
伝統的な理論に対して新たなフレームワークを求める議論が主張するように、
確かにリッチであると知覚することとこれを活用することとが一致しないとい
うことが明らかになった。第 4 章でも検討したように、電子メディアに関して
は、個人を取り巻く社会的要因など、メディア・リッチネス以外の要因からメ
ディア活用が説明されており、電子メディアの知覚と活用は組織コンテクスト
と切り離して議論することができないことが主張されてきた。  
本論文では、さらにメディア・リッチネスに関する議論を組織レベルで、よ
り動態的に展開していくために、第 3 章で検討した組織ルーティンの二面性と、
第 2 章で検討したイナクトメントの側面に着目した。つまり、実際にメディア
を活用する主体は個人であるが、組織における個人のメディア活用は組織ルー
ティンのもとでコントロールされると同時にこれに働きかけるものである。組
織と個人の相互作用の視点を導入することで、メディア・リッチネス理論は、
個人レベルに偏重することなく、これを組織レベルでの検討のなかに融合する
視角を提示することが可能になった。具体的には、組織の有効性を確保するた
めに、組織ルーティンと組織におけるメディア活用は相互作用しており、さら
に、組織的活用を通じて電子メディアのメディア・リッチネスも開発され、そ
のもとでまた組織的に活用されるという動態的なプロセスの一端を定性的調査
から示すことができた。  
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 以上より、本論文では、伝統的なメディア・リッチネス理論のフレームワー
クを維持しつつも、以下の点を付加することで、これを動態的に展開するため
の仮説的提言を行った。  
第 1 に、今日でも伝統的メディアに関しては、当初のメディア・リッチネス
理論が想定したように、多義性削減という情報処理負荷に対して最もリッチな
メディアとしての体面関係の活用が重視されており、その役割は変わらないと
いえる。  
第 2 に、メディア・リッチネス理論が今日でも有効なものであるためには、
組織ルーティンの情報処理負荷を扱うことが再度重要になることを挙げた。情
報処理負荷としての多義性を考察する単位としては、組織ルーティン、タスク、
コミュニケーション・タスク、メッセージと、実証研究の精度を上げるために
徐々によりミクロな単位が志向されてきたが、この理論がもつ雄大な可能性を
考えるとき、再度組織ルーティンの情報処理負荷を問題とすることが求められ
ると考える。  
第 3 に、電子メディアに関しても、基本的にはメディア・リッチネスという
能力・属性が、当初の理論が想定したように知覚され得るものであるというこ
とができる。このことは、伝統的なメディア・リッチネス理論の基本的フレー
ムワークが有効であり、これが維持されることの根拠の一つともいうことがで
きる。  
第 4 に、第 3 に指摘したように、メディア・リッチネス理論の基本的なフレ
ームワークは維持されるが、これまでのメディア・リッチネス研究の経緯や関
連研究からの示唆を考慮するとき、組織において特に電子メディアの活用を説
明するためには、静態的な分析の視角ではなく動態的な分析の視角の導入が欠
かせないということである。組織の有効性を確保するためには、組織ルーティ
ンのもとでメディア活用が行われるが、組織ルーティンを遂行するメディア活
用を通じて組織ルーティンもまた変化し、これに応じてメディア活用もまた変
化するという、組織ルーティンとメディア活用のとの相互作用が示された。  
これはまた、電子メディアが基本的に当初の理論が想定したようにメディ
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ア・リッチネスという客観的な能力・属性を基本的に有するものであっても、
組織的活用によって、電子メディアのメディア・リッチネスは、組織ルーティ
ンのもとでの情報処理負荷との有効な適合を目指して、動態的に開発され得る
ものであることの一端を提示したということもできる。これらのことは、本論
文のメディア・リッチネス研究への貢献といえるかもしれない。  
 また、組織ルーティン、電子メディアの組織的活用、メディア・リッチネス
の間の相互作用のループを示したことは、企業組織において有効なコミュニケ
ーションを実現するために、どのように電子メディアを活用し、いかにしてメ
ディア・リッチネスを開発し、拡張することができるかについてのある指針を
与え得るものとして、実践的な意味での貢献もあるものと考える。  
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